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平成２４年度介護報酬改定に関するＱ＆Ａ 
（平成 24 年 3 月 16 日） 

 
【訪問系サービス関係共通事項】 
○ 同一の建物に対する減算について 

問１ 月の途中に、同一の建物に対する減算の適用を受ける建物に入居した

又は当該建物から退去した場合、月の全てのサービス提供分が減算の対象

となるのか。 

（答） 
  同一の建物に対する減算については、利用者が事業所と同一の建物に入

居した日から退去した日までの間に受けたサービスについてのみ減算の対

象となる。 
  また、月の定額報酬である介護予防訪問介護費、夜間対応型訪問介護費

（Ⅱ）及び（介護予防）小規模多機能型居宅介護費については、利用者が

事業所と同一の建物に居住する日がある月のサービスに係る報酬（日割り

計算が行われる場合は日割り後の額）について減算の対象となる。なお、

夜間対応型訪問介護費（Ⅰ）の基本夜間対応型訪問介護費については減算

の対象とならない。 

 
【訪問介護】 
○ 所要時間 20 分未満の身体介護中心型の算定 

問２ 20 分未満の身体介護中心型を算定する場合のサービス内容はどのよう

なものなのか。 

（答） 
20 分未満の身体介護の内容については、在宅の利用者の生活にとって定

期的に必要となる排泄介助、体位交換、起床・就寝介助、服薬介助等の短

時間サービスを想定しており、従前どおり単なる本人の安否確認や健康チ

ェック、声かけ等のサービス提供の場合は算定できない。 

また、高齢者向けの集合住宅等において、単に事業所の効率の向上のみ

を理由として、利用者の意向等を踏まえずに本来 20 分以上の区分で提供す

べき内容の身体介護を複数回に分け提供するといった取扱いは適切ではな

い。 
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【居宅療養管理指導】 

 
○ 同一建物居住者 

問 50 以下のような場合は、「同一建物居住者」の居宅療養管理指導費を算

定するのか。 

① 利用者の都合等により、同一建物居住者であっても、午前と午後の２

回に分けて居宅療養管理指導を行わなければならない場合 

② 同一世帯の利用者に同一日に居宅療養管理指導を行った場合 

③ 同じマンションに、同一日に同じ居宅療養管理指導事業所の別の医師

がそれぞれ別の利用者に居宅療養管理指導を行った場合 

（答） 
いずれの利用者に対しても「同一建物居住者」の居宅療養管理指導費を算

定する。 

 

問 51 以下の場合は、どのように取扱うのか。 
① 同一敷地内又は隣接地に棟が異なる建物が集まったマンション群や

公団住宅等の場合 
② 外観上明らかに別建物であるが渡り廊下のみで繋がっている場合 

（答） 
いずれも別の建物となる。 

  

問 52 住民票の住所と実際の居住場所が異なる場合は、実際の居住場所で「同

一建物居住者」として判断してよいか。 

（答） 
 実際の居住場所で判断する。 

 

問 53 歯科衛生士等が行う居宅療養管理指導において､月の途中から給付が

医療保険から介護保険に変更した場合に、どのように取扱うのか。 

（答） 
月の途中から医療保険から介護保険に変更した場合、1 月当たりの算定回

数については、同一医療機関において、両方の回数を合算する。 

 
※ 平成 15 年 Q&A(vol.1)（平成 15 年 5 月 30 日） 居宅療養管理指導のＱ

４は削除する。 
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問 54 医師、歯科医師、薬剤師又は看護職員による居宅療養管理指導につ

いて、介護支援専門員への情報提供が必ず必要になったが、月に複数回

の居宅療養管理指導を行う場合であっても、毎回情報提供を行わなけれ

ば算定できないのか。 

（答） 
毎回行うことが必要である。 
なお、医学的観点から、利用者の状態に変化がなければ、変化がないこ

とを情報提供することや、利用者や家族に対して往診時に行った指導・助

言の内容を情報提供することでよい。 

 
※ 平成 18 年 Q＆A(vol.1)（平成 18 年 3 月 22 日）問７は削除する。 

 
（削除） 
 次のＱＡを削除する。 
１ 平成 15 年 Q＆A(vol.1)（平成 15 年 5 月 30 日）居宅療養管理指導の

Ｑ５ 
２ 平成 21 年 Q＆A(vol.1)（平成 21 年 3 月 23 日）問 43 
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問４ 利用者が月の途中で医療保険の訪問看護の対象となった場合は看護・

介護職員連携強化加算を算定できるのか。 

（答） 
介護保険の訪問看護の利用期間中に、介護職員と同行訪問又は会議を行

った場合は算定できる。 

 
※ 平成 24 年 Q＆A(vol.1)（平成 24 年 3 月 16 日）問 43 は削除する。 

 
 
【居宅療養管理指導】 
○  同一建物居住者 

問５ 医師の居宅療養管理指導において、同一の集合住宅等に居住する複数

の利用者に対して、同一日に２人に訪問診療を行う場合であって、１人は

訪問診療のみを行い、もう１人は訪問診療と居宅療養管理指導を行う場合

に、居宅療養管理指導については、同一建物居住者以外の単位数を算定す

ることとなるのか。 

（答） 
同一建物居住者以外の単位数を算定する。 
なお、歯科医師による居宅療養管理指導についても同様の取扱いとなる。 

 
 
○ 他の薬局との連携  

問６ 既に在宅基幹薬局として居宅療養管理指導を実施している薬局が、サ

ポート薬局となることはできるのか。 

（答） 
  サポート薬局となることができる。ただし、同一の利用者において、在

宅基幹薬局とサポート薬局との位置付けが頻繁に変わることは認められな

い。 
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問７ サポート薬局として１つの薬局が、複数の在宅基幹薬局と連携すること

は可能か。 

（答） 
  連携することは可能である。ただし、サポート薬局として在宅業務に支

障がない範囲で対応する必要がある。 

 
 

問８ サポート薬局が在宅基幹薬局に代わり医療用麻薬を使用している利用

者の居宅療養管理指導を実施する場合は、在宅基幹薬局及びサポート薬局

のいずれの薬局も麻薬小売業の免許を取得していなければならないのか。

（答） 
  いずれについても免許を取得していることが必要である。 
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問４ 経管栄養や中心静脈栄養の状態にある利用者については特別管理加算

（Ⅰ）と特別管理加算（Ⅱ）のどちらを算定するのか。 

（答） 

   経管栄養や中心静脈栄養の状態にある利用者は留置カテーテルを使用し

ている状態にある者であるため、特別管理加算（Ⅰ）を算定する。 

 

 

【居宅療養管理指導】 

○  同一建物居住者 

問５ 同一日に、同一の集合住宅等に居住する 2 人の利用者に対し、居宅療

養管理指導事業所の医師が訪問し、居宅療養管理指導を行う際に、1 人が

要介護者で、もう 1 人が要支援者である場合は、同一建物居住者の居宅療

養管理指導費又は介護予防居宅療養管理指導費を算定するのか。 

（答） 

要介護者は同一建物居住者に係る居宅療養管理指導費を、要支援者は同

一建物居住者に係る介護予防居宅療養管理指導費を算定する。 

なお、他の職種についても同様の取扱いとなる。 

 

 

  


